浜松市子育て世帯に対するフードパントリー事業実施要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、浜松市子育て世帯に対するフードパントリー事業（以下「本事業」という。）の実施について、必要な事項を定める。
（目的）
第２条　本事業は、物価高騰等の影響を受け、生活に困窮している子育て世帯に対し、無料配付会の開催等により食料品や生活用品などを提供することで、経済的負担を軽減するとともに、こどもと家庭の生活状況や困りごとを確認・把握するなかで、支援の必要があるこども等を発見した際に、行政の相談窓口等の適切な支援機関につなぐことを目的とする。
（定義）
第３条　この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(1) この要綱において「こども」とは、原則として、満１８歳に満たない者を指す。
(2) この要綱において「フードパントリー」とは、こどもがいる生活困窮世帯に対して、無料で食料品や生活用品等（以下「食料品等」という。）を配付する取り組みを指す。
(3) この要綱において「事業実施者」とは、第６条に掲げる事業内容を適切に実施することができると市長が認める者で、次に掲げる要件のすべてを備えた者とする。
ア　市内でこどもや子育て世帯に対して、広く支援活動を実施する団体であること。
イ　特定非営利活動法人、社会福祉法人、一般社団法人等の法人格を有する団体及び５人以上で構成する市民団体であること。
ウ　活動内容が公序良俗に反する団体でないこと。
エ　特定の政治・宗教活動を目的とする団体でないこと。
オ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員等（同条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。）及び暴力団員等と密接な関係を有する者並びにこれらの者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体でないこと。

（実施主体及び事業の委託）
第４条　本事業の実施主体は、浜松市とする。
２　市長は、第５条に掲げる事業内容を適切に実施することができると認める者（以下「事業実施者」という。）に事業の全部又は一部を委託するものとする。
（業務の内容）

第５条　事業実施者は、こどもを養育する世帯の経済的な負担軽減及びこどもの社会的孤立や孤独の解消を図るため、支援対象者に対し、次に定める業務を実施する。
(1) 事前登録制の無料配付会の開催による食料品等の支給

(2) 前号の無料配付会の申込期間及び開催時における支援情報の提供及び相談対応
(3) 緊急に支援が必要であると認める世帯に対する食料品等の支給及び相談対応
(4) その他市長が必要と認めること
２　前項第１号の実施にあたっては、次に定める業務を実施する。

(1) 会場並びに運営スタッフの確保
(2) 食料品等の支給物品の選定・購入・提供依頼及びその受入れ

(3) 食料品等の支給物品の適切な保管

(4) 本事業の広報活動
(5) 支援対象者からの事前登録の申込み受付け
(6) 支援対象者への配付会の日時等の開催案内

(7) 運営スタッフ等の人材育成
３　第１項第２号の実施にあたっては、あらかじめ公的支援情報及び民間支援団体の支援情報の収集し、支援対象者に対し適切な情報提供を行う。
４　第１項第３号の実施にあたっては、支援対象者の状況に応じて、配送や訪問による支援を実施する。

５　国、地方公共団体、民間等から他の補助金の交付を受けて実施する事業は、本事業の業務に含めない。
（支援対象者）

第６条　本事業で食料品等を支給する支援の対象者（以下「支援対象者」という。）は、市内に居住するこどもを養育する世帯のうち、次の各号のいずれかに該当する者とする。

（1）ひとり親世帯で、あらかじめ事業実施者に対し、利用の申込みのあった世帯のうち、支援が必要であると認める世帯

（2）一時的な事情により困窮しており、あらかじめ事業実施者に対し、利用の申込みのあった世帯のうち、支援が必要であると認める世帯

（3）事業実施者が把握している困窮世帯で、支援が必要であると認める世帯

（4）その他市長が緊急に支援の必要があると認める者

２　支援対象者は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。

（1）支給された食料品等の二次配付、転売及び金銭その他有価物との交換は行ってはならない。

（2）支給された食料品の適正な保存、消費期限又は賞味期限の遵守、食品アレルギー等への注意及び食品衛生上の問題については、受け取った支援対象者が責任を負うものとする。

（3）支給された生活用品の使用に伴う事故等のトラブルについては、受け取った支援対象者が責任を負うものとする。
（支援対象者の世帯状況の把握）

第７条　事業実施者は、支援対象者について次のことを確認の上、支援を行うものとする。

(1) 基本情報（住所、連絡先等）
(2) 就労・収入情報（父母の就労状況、収入状況等）

(3) こどもの状況（性別、年齢等）
(4) 手当等の支給状況（生活保護費、就学援助等）

(5) その他市長が必要と認めること
（事業の実施）

第８条　事業実施者は、支給を希望する者から、第７条に掲げる支援対象者の世帯状況を把握し、支援対象者を決定するものとする。

２　事業実施者は、第１項の規定により本事業を行うときは、当該支援対象者に「フードパントリー利用登録通知兼配付引換券（第１号様式）」を送付し、会場及び配付日時を通知するものとする。

３　事業実施者は、第１項の規定により本事業を行うときは、「フードパントリー事業受付簿（第２号様式）」により、第７条に掲げる支援対象者の世帯状況について管理するものとする。
（実施頻度）

第９条　本事業の実施頻度については、次の通りとする。

(1) 同一の支援対象者に対する第５条第１項第１号による食料品等の支給は、３か月に１回程度とする。ただし、市長が特に必要と認める場合はこの限りではない。
(2) 第５条第１項第２号及び第３号の実施は、必要に応じて随時行うものとする。

（報告）

第１０条　実施事業者は、事業終了後速やかに次に掲げる書類を作成し、市長に報告しなければならない。

(1) フードパントリー事業実績報告書（第３号様式）
相談等実施状況報告書（第３号様式　別紙）

(2) フードパントリー事業収支決算書（第４号様式）

（個人情報の保護）

第１１条　実施事業者は、本事業の実施に関して取り扱う個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）を遵守し、職務上知り得た情報の保護に努めなければならない。

（その他）

第１２条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附　則

　この要綱は、令和３年６月１６日から施行する。
附　則

　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
附　則

　この要綱は、令和５年３月１７日から施行する。
附　則

　この要綱は、令和７年４月１日から施行する。

